
○ 平成23年6月23日に開催された住民基本台帳ネットワークシステム調査委員会において、中間論点整理をとりまとめ。 
○ 社会保障・税に関わる番号制度の導入に伴い、住民基本台帳ネットワークシステム等が国民の権利を守るために必要不可欠な情報イ
ンフラとなることを踏まえ、実効的な制度となるよう検討を実施。 

1 個人に付番
する「番号」 

 

（番号制度導入時） 
○ 指定情報処理機関が、住民票コードを「番号」生成機関に提供し、「番号」生成機関が住民票コードに対応する「番
号」を生成し、当該「番号」を都道府県、市町村に通知して、市町村から個人に対し通知することとすべきではないか。  

（番号制度導入後） 
○ 市町村長は、出生等により新たに住民票に住民票コードを記載した場合には、「番号」生成機関から指定された、住
民票コードに一対一対応した「番号」を個人に通知することとすべきではないか。 

○ 「番号」を付番した際に、「番号」を住民票に記載することとすべきではないか。  

２ 情報連携 
 

○ 指定情報処理機関が、住民票コードをＩＤコード付番機関に提供し、ＩＤコード付番機関がＩＤコードを生成することとす
るべきではないか。 

○ リンクコードが情報保有機関の個人情報データベースに紐付けられるためには、情報保有機関が保有する４情報と住
基ネットの保有する最新の４情報とを突合することが必要ではないか。 

３ ＩＣカード 
 

○ 「番号」を記載しない身分証明書としての機能も維持するため、ＩＣカードの「番号」記載を選択制とすべきではな
いか。 

○ 国民に対し、自己情報のアクセス記録を確認するためのマイ・ポータルへのログイン等に必要なＩＣカードを取得する
機会を最低限保障する必要があることから、取得費用は無料とすべきではないか。  

○ 身分証明書としての機能や公的個人認証サービスの有効期間との関係から有効期間を5年とすべきではないか。 

○ 一定のセキュリティ基準を満たした民間事業者に公的個人認証サービスの署名・認証検証者となることを認めること
とし、それ以外の民間事業者は、本人の同意を得た上で、指定認証機関が署名・認証検証者となるべきではないか。 

○ 電子証明書のシリアル番号は住民票コードの告知要求制限と同様の規制を設けるべきではないか。 

４ 国と地方の
役割分担等 

 

○ 番号制度は国民にとって基本的かつ重要なシステムとなるものであり、「番号」の付番事務はこのシステムの根幹に関
わる事務であるため、法定受託事務とするか。それとも住民票コードの住民票への記載事務と同様に、自治事務とす
るか。 

○ 住基ネット等を安定的かつ確実に運営していき、地方公共団体のガバナンスを強化するため、地方共同法人など法
律上明確に位置づけられた公的な法人が行う仕組みとするべきではないか。 

５ 今後の課題 ○ ＩＣカードの効率的な発行方法   ○ 番号法を踏まえた住民基本台帳法等の適切な改正  等 

社会保障・税に関わる番号制度に関する議論を踏まえた 
住民基本台帳ネットワークシステム等のあり方について【中間論点整理】 
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番号制度における情報連携のイメージ 

情報連携基盤の運営機関 情報保有機関 
霞ヶ関ＷＡＮ 

リンクコードＡ 「番号」 属性情報 

日本年金機構 

利用番号Ａ 

市町村 

市町村 

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・ 

約1800の 
 地方公共団体 

【情報連携基盤】 
＝ 法令で定める事務について「番
号」に係る個人情報を情報保有
機関間でやりとりするための電子
情報処理組織 

 
【情報連携基盤の機能】 

(1) 番号連携・情報連携 
・ 各情報保有機関が持つ異なるリ
ンクコードとＩＤコードを介して、法
令に定められた情報連携を管理 

 
(2) 証跡管理 
・ 情報連携した証跡（ログ）を管理 
→ 第三者機関の監視やマイ・
ポータルによる参照が可能 

（例） 
所得に応じた年金を支給 

→各個人の所得情報を市町村
から提供を受ける必要 

リンクコードZ 属性情報 「番号」 利用番号Z 

第三者機関 

リンクコードＥ 属性情報 

国税庁 

「番号」 利用番号Ｅ 

リンクコードＣ 属性情報 「番号」 利用番号Ｃ 

リンクコードＤ 属性情報 

厚労省（雇用保険） 

「番号」 利用番号Ｄ 

○ 情報連携基盤を監視 
○ 情報保有機関を監視 

「番号」生成機関 住基ネット 

「番号」 住民票コード 

地方共同法人 

② 

③ 

④ 

証跡管理 

ＩＤコード 

【具体的な情報連携の手続き】 
（例）所得に応じた年金を支給 
 
① 日本年金機構は、リンクコードＡの所得情報を
情報連携基盤に照会 

② 情報連携基盤は、リンクコードＡ→ＩＤコード
→リンクコードＥに変換して、市町村に所得情報
を照会 

③ 市町村は、リンクコードＥの所得情報を情報連
携基盤に回答 

④ 情報連携基盤は、リンクコードＥ→ＩＤコード
→リンクコードＡに変換して、日本年金機構にリ
ンクコードＡの所得情報を回答 

⑤ リンクコードは、情報連携の都度、情報連携基
盤から削除される。 

⑥ 情報連携基盤は、上記①～④のログを管理 

⑥ 

連携ＩＦ 

連携ＩＦ 

連携ＩＦ 

連携ＩＦ 

連携ＩＦ ＬＧＷＡＮ ４情報 

４情報 

４情報 

４情報 

４情報 

４情報 

４情報 

⑤ 

窓口等 
（電子的に本人確認を行う際には、 
 公的個人認証サービスを利用） 

リンクコードＰ 

マイ・ポータル 

フォルダー 

※「番号」：社会保障と税に関する番号 利用者 
（個人） 

公的個人認証 
サービス標準搭載
のＩＣカード 
（住基カードを改良） 

ＰＣ等 

「番号」 

ＩＣカードに
「番号」を記録 

公的個人認証サービス 
指定認証機関 

専用回線 

【「番号」付番の考え方】 

○ 市町村が住民票コードを住民票に記載する
際に、「番号」を付番し、個人に通知をする。 

① 
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住民基本台帳ネットワークシステム調査委員会・専門調査会 

１．住民基本台帳ネットワークシステム調査委員会 
 
（１）趣旨 

住民基本台帳ネットワークシステムの運営、個人情報保護措置、セキュリティ対策、地方公共団体の体制などのあり方について幅広く
調査審議を行い、総務大臣に意見を述べることを目的とする。 

（２）委員 
座長：安田  浩  （東京電機大学教授） 

委員：飯泉 嘉門 （徳島県知事）、遠藤 紘一 （リコージャパン株式会社代表取締役 会長執行役員）、大山 永昭 （東京工業大学 
教授）、小川 和久 （ＮＰＯ法人国際変動研究所理事長）、加藤 孝二 （全日本自治団体労働組合副中央執行委員長）、清原 
慶子 （三鷹市長）、手塚  悟  （東京工科大学教授）、堀部 政男 （一橋大学名誉教授）、前川  徹  （サイバー大学教授）、
松尾  明  （公認会計士） 

（３）開催実績 
今年度：平成２３年６月２日、６月２３日 （これまでに２１回開催（第１回は平成１４年９月３日）） 

２．住民基本台帳ネットワークシステム専門調査会 
 
（１）趣旨 

社会保障・税に関わる番号制度及び国民ＩＤ制度に関する議論を踏まえた住基ネットの活用のあり方並びに印鑑登録証明、図書館利
用、公共施設利用予約サービス等地方公共団体が実施する各種行政サービスへの住民基本台帳ネットワークシステム及び情報連携基
盤の活用等について検討を行うことを目的とする。 

（２）構成員 
座    長：大山 永昭 （東京工業大学像情報工学研究所教授） 
構成員：石井 夏生利 （筑波大学大学院図書館情報メディア研究科 准教授）、井堀 幹夫 （東京大学高齢社会総合研究機構客員研

究員）、太田 匡彦 （東京大学大学院法学政治学研究科教授）、小尾 高史 （東京工業大学大学院総合理工学研究科准教
授）、近藤 晃司 （北海道総合政策部科学ＩＴ振興局情報政策課・地域情報化担当課長）、須藤 俊明 （財団法人藤沢市産業
振興財団常務理事）、浜本 三千夫 （財団法人地方自治情報センター教育研修部長）、林 知更 （東京大学社会科学研究所
准教授）、舟橋  要 （東京都新宿区地域文化部戸籍住民課長）、山戸 康弘 （大分県企画振興部統計調査課長） 

（３）開催実績 
第１回専門調査会  平成２３年３月２４日  
第２回専門調査会  平成２３年４月１３日  
第３回専門調査会  平成２３年５月１３日 
第４回専門調査会  平成２３年５月２０日 
第５回専門調査会  平成２３年６月１６日  
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